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1. 令和６年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の進捗

（参考資料）令和６年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」フォローアップ結果

2. 令和７年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」骨子案について
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議事次第



１．令和６年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

の進捗
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２-1．主な取組と成果
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１.主な取組と成果｜マイナンバーカード活用

マイナンバーカードの利活用を推進  「マイナ保険証」を基本とする仕組みへの移行

いままで 現在 このほかには…

参考：マイナンバーカードの健康保険証利用のメリット｜厚生労働省

システムへ手入力

医療機関・薬局の受付で健康保険証を提示する

と、職員が健康保険証の情報をシステムへ手入力

する作業が必要。

電話や手紙での問い合わせ

健康保険証が無効になっていることに気づかず、正

しい請求ができずに、電話や手紙で患者に問い合

わせることも。

口頭で説明が必要

患者本人も過去の検診結果や処方薬の情報を口

頭では説明しきれないことも。

データ取得

マイナンバーカードの健康保険証利用により、オンラ

インでデータを取得することができるため、業務の⼤

幅な効率化ができる。

正確な情報や重複投薬の回避

自分が使った薬や過去の健康診断の結果を、口

頭ではなく正確なデータで医師等に伝えることができ、

正確な情報に基づく診断や、重複投薬を回避する

ことができる。

マイナ免許証

・更新時の講習をオンライン受講が可能

・住所変更時の都道府県警への届出不要

公的認証サービスの民間利用

・チケット購入時の本人確認

（不正転売防止）

保険証の有効登録数 ：

マイナンバーカード保有の85%（2025年2月時点）

8,225万件
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22682.html


１.主な取組と成果｜マイナポータル

マイナポータルを活用した行政手続・民間手続を含めた
引越しに関する手続のオンライン化・ワンストップ化を推進

さらに先の未来には…

参考：引越し手続はマイナポータルで｜デジタル庁 

参考：引越し手続はマイナポータルで ｜デジタル庁

転出時・転入時の双方で

転出届・転入届を市区町村の窓口へ提出

しなければいけない

転出時に転出届を

オンラインから提出可能

さらにオンラインから転入先の

市区町村の来庁予約が可能

オンラインからの転入届の提出を目指す

電気・水道・ガスなどのライフライン申請と連

携したワンストップでの

引っ越し手続の実現

「平日に役所に行く時間がない」

「市区町村の窓口が混んでいる」

「子供を連れて市区町村の窓口に行くのは⼤変」

「いつでもどこでも簡単に転出届を出せる」

「来庁予約ができて転入手続にかかる時間が短縮」

「引っ越し先の窓口にだけ行けばいい」

いままで 現在

マイナポータル経由での引越手続オンラインサービス利用件数

（2024年2月～2025年1月）：

78万件
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https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7b66d7ba-7184-49c0-bca1-5e249046a3f5/c458aeb4/20241223_policies_moving_onestop_service_leaflet.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7b66d7ba-7184-49c0-bca1-5e249046a3f5/c458aeb4/20241223_policies_moving_onestop_service_leaflet.pdf


１.主な取組と成果｜アナログ規制の見直し

アナログ的手法※を前提としているルールの見直しを行い
デジタル技術を活用することが可能な状態にする

※ 特定子ども・子育て支援施設等として確認を受けたものに限る。以下同じ。

参考：アナログ規制見直しの取組｜デジタル庁 国の法令等におけるアナログ規制の見直し事例集（Vol.2） アナログ規制の見直しに係る取組について 国の法令等におけるアナログ規制の見直し事例集

道路橋梁点検

道路橋梁点検について、国の点検要領では近接目視により点検を行うことが

基本とされており、近接目視以外の方法での検査が認められるのかどうかが

不明確であった。

司書及び司書補の講習

司書及び司書補の講習について、オンラインでの講習実施や申請のオンライン実

施が可能かどうか明示されておらず、講習実施機関においてオンライン申請やオンラ

イン講習の導入可否を判断しにくい状況であった。

認可外保育施設の保育サービス内容の掲示

内閣府令では、認可外保育施設※では、保育サービスの内容を施設の見やすい

場所に掲示することのみを求めていたところ、必ずしもインターネット上での掲示がな

されているわけではなく、施設に行かなければその内容を確認できないことがあった。

現在

道路橋梁点検

要領を改正して近接目視と同等の健全性診断ができる方法でも対

応可能である旨を明示したことで、インフラ管理に係る作業負担や費

用の効率化、安全性の向上といった効果が期待されるに至った。

司書及び司書補の講習

講習の受講やその手続のオンライン実施が可能であることを明確化し

たことにより、実施機関が講習に係る一連のプロセスをオンライン化し、

運営効率化や受講者の利便性向上につなげることが容易になった。

認可外保育施設の保育サービス内容の掲示

内閣府令を見直し、施設の見やすい場所に掲示するだけでなく、イン

ターネット上に掲載することも義務化されたことにより、利用者は時間

や場所を問わず必要な情報を確認できるようになった。

※人の目による確認、現地・対面での講習への参加、
公的証明書等の書面での掲示など

いままで
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https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/488ec589-9c7c-4c19-99b4-9ade193c7f3c/5a7c25ef/20250217_policies_digital-extraordinary-administrative-research-committee-local-government_outline01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/488ec589-9c7c-4c19-99b4-9ade193c7f3c/bfa157df/20241115_policies_digital-extraordinary-administrative-research-committee-local-government_basic-guide_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/488ec589-9c7c-4c19-99b4-9ade193c7f3c/df59f34e/20240718_policies_digital-extraordinary-administrative-research-committee-local-government_outline01.pdf


１.主な取組と成果｜ DMP（デジタルマーケットプレイス）

DMP（デジタルマーケットプレイス）を活用した
クラウドソフトウェアサービスの一元的な情報公開、比較・検討、調達の推進

調達の都度、行政機関等の調達仕様に対して

複数者が提案と価格を提示し、両面から最も優れた

事業者が落札（一般競争入札が原則）

• 行政機関等のサービスニーズが捉えづらく、個々の行政機関等への営業コストが高い

• 調達手続きが煩雑であり、期間も長いため、調達プロセスに慣れていない事業者は

参入しづらい

現在

登録情報を集約したカタログサイトからサービスを選択し、個別契約

を行う調達手法

・ サービスを登録することで幅広い行政機関等が発見可能となり、低い営業コスト

で行政機関にリーチしやすくなる

• 調達プロセスの簡素化により、中小・スタートアップも含む多様なベンダーが公平

に公共調達市場にアクセスすることが 可能になる

行政機関等

調達仕様書を作成し

複数者に提案を依頼

事業者

提案や価格を

個別に提示

行政機関等

調達チェックリストを活用しDMPに登

録されたサービスの

仕様や価格を比較・選択

事業者

自社サービスの情報を

DMPに登録

いままで
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参考：DMP標準ガイドブック（事業者向け）　デジタルマーケットプレイスの概要と取組状況について

参考：DMP標準ガイドブック（事業者向け） デジタルマーケットプレイスの概要と取組状況について

https://www.meti.go.jp/press/2024/06/20240614004/20240614004-3.pdf
https://product-document-prod.s3.ap-northeast-1.amazonaws.com/application/Guide/18/8c34108171f730a402f4a5fe185094348483619fd357384c6d942aa7209d4a88?x-id=GetObject&response-content-disposition=filename%3D%25E6%25A8%2599%25E6%25BA%2596%25E3%2582%25AC%25E3%2582%25A4%25E3%2583%2589%25E3%2583%2596%25E3%2583%2583%25E3%2582%25AF%25EF%25BC%2588%25E4%25BA%258B%25E6%25A5%25AD%25E8%2580%2585%25E5%2590%2591%25E3%2581%2591%25EF%25BC%2589.pdf&X-Amz-Algorithm=AWS4-HMAC-SHA256&X-Amz-Credential=ASIA3FLD24AYZ7QZX3A6%2F20250421%2Fap-northeast-1%2Fs3%2Faws4_request&X-Amz-Date=20250421T004924Z&X-Amz-Expires=28800&X-Amz-Security-Token=IQoJb3JpZ2luX2VjECkaDmFwLW5vcnRoZWFzdC0xIkcwRQIgSkkV1R7gHsGffBrnFTter%2Bfvxq1%2BWXCUW9w5yH1iQOECIQC95g0RWICeY6N0ZfNhIcZMl62VWx6FgE6MxMtuhfIjlyrvAwiy%2F%2F%2F%2F%2F%2F%2F%2F%2F%2F8BEAAaDDc2NzM5NzkxMjYyNSIMCkTNymo2Xjl6nCZhKsMD3LyfZ8MQRnJWf627tN%2Ftnjz9rQEu0jOtt8qcXFOEtubHM5zJ0snDbnDPIwCXj1RvDm9td3t%2B3njAJFS2KaBlzgMzmH4oOmKzEUg4hCmy3%2FLD31oxNx4oHYYglAOoJFM%2F0FRURT%2BfGNdPFffxiZ5x609W1QWgNEr3cglW07Q7JjEdlJehRDBgykm3%2Fgp%2FeoTFpLPqlxQsUGf58%2FfSlLUuu83AbcXPfTLlEPKt0%2BxDCfAAb80lQZ%2BitsDpRZSwroIOMk61pID0Pse3tOI5Wq8uWeqrT5FlO4v0Swi6GuZA%2FUvonsIam1ciMLcC6e%2Bi2%2BZOP%2FFNaOLpZKIOmwCirVlPauliPFgBtn33jATjcjgQ4RORi%2BiCWT9ecmoo9LgjCP64TfLNFNDh5aZLP1R3u02dI9EAyWXqowpcWjCQ%2BBZGdlbtnnatBMtNxTpAsyf5qaXTUKoOMilBUtlXLe0GB1TCWKANvuO5ebvCroqQMd8f%2Fx6MKw2hiuBgayohG2kVtKKThLsTa67dpzBxM1PEjX4YYuhhhTKgtxpqeLZTqXGKwNg6Ir9z2bjemVQ7It%2BnTCq%2FFAgBJ2G6nEsdwkBvKyyEondwYzDIqJbABjqlAfrZCwR8kmBcNz%2Fg22qz8WqtrxUMvxwMU1B8WNBsh3svNyPEGmuPyCdCvlPHPsGFP2hGjG4F94AAeDnDYH8FZ064QLmFSfHz7OMmN3Mde42gBfUPvmQXgAoC6G%2Fb%2B4nJcMgAA30ZoK97yHElzBEkdnjsSe3KjmTUhO5r8nFayBlkS2hbpuhlC7I7PfnZpk47BMubATHFTyjADQnVXEW0da12%2FHtKAg%3D%3D&X-Amz-SignedHeaders=host&X-Amz-Signature=e79e1f39683ed9ff4fd6a678c49ab2c19ce07502eadc4083fbfc247fdc621deb
https://www.meti.go.jp/press/2024/06/20240614004/20240614004-3.pdf


１.主な取組と成果｜マイナポータル × e-Tax

マイナポータルを活用した書かない確定申告の推進

現在 さらに先の未来には…

参考：マイナポータル連携で自動入力！｜令和6年分 確定申告特集 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション｜国税庁

源泉徴収票、控除関係資料を紙で

取得した上で管轄の税務署へ提出

e-Taxによりオンラインでの確定申告が可能

マイナポータル・e-Taxとの連携により、申告

に必要なデータを自動で入力

⇒時間の短縮、負担軽減

申告に必要な連携対象データを拡充し、

数回のクリック・タップでの確定申告の完結

を目指す。

「税務署が混んでいて手続に時間がかかる」

「書類を管理・集計する手間」

「確定申告書の作成がとっても簡単に」

「医療費の領収書等の収集や集計が不要に」

いままで
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https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tokushu/mynaportal-jidou/
https://www.nta.go.jp/about/introduction/torikumi/digitaltransformation2023/index.htm


２-２．データから見た成果
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２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜社会のデジタル化や行政サービスに関する意識

社会のデジタル化に対する意識

2023年７月の意識調査から、デジタル社会への賛同は2.9PT増、デジタル社会への適応は1.0PT増、デジタル行政サービスの満⾜度は0.3PT増と、いずれの指標も上昇しました。

賛同

社会のデジタル化を良いと思っている

50.9%

2.9PT 増

48.0% 50.9%

39.1% 38.0%

12.8% 11.1%

2023年７月 2024年７月

良いと思わない

どちらともいえない

良いと思う

適応

社会のデジタル化に適応できている

29.8%

1.0PT 増

28.8% 29.8%

36.9% 32.7%

34.3% 37.6%

2023年７月 2024年７月

適応できていない

どちらともいえない

適応できている

満⾜度（利用者ベース）

サービスを利用したことがある人の中で

デジタル行政サービスに満⾜している

29.8%

0.3PT 増

29.5% 29.8%

52.3% 51.1%

18.2% 19.1%

2023年７月 2024年７月

満足していない

どちらともいえない

満足している

出典：2023年度、2024年度「社会のデジタル化意識に係る調査」（全国18歳から79歳男女に対するインターネット調査/2023年度の有効回答数5,600・2024年度の有効回答数10,000）の結果から。数値は小数点第二位を四捨五入。 11



２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜国民にやさしいサービスの提供

マイナンバーカードの保持と連携

マイナンバーカードの保有枚数は国民の78％まで浸透。マイナ保険証の登録も前回2024年２月から二桁成長となりました。

マイナンバーカード

マイナンバーカードの保有枚数：

国民の78%

9,736万枚

６% 増

マイナ保険証

保険証の有効登録数 ：

マイナンバーカード保有の85%

8,225万件

15 % 増

公金口座

公金口座の登録数：

マイナンバーカード保有の65%

6,363万件

１% 増

8,646万枚
9,189万枚

9,736万枚

2023年5月 2024年2月 2025年2月

6,396万件
7,168万件

8,225万件

2023年6月 2024年2月 2025年2月

5,639万件
6,279万件 6,363万件

2023年6月 2024年2月 2025年2月
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２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜国民にやさしいサービスの提供

オンライン手続の利用

マイナポータルのアカウント登録数は継続して成長しており、マイナポータル利用者のうち52％が満⾜しています。

アカウント登録

マイナポータルのアカウント登録数

7,660万件

７% 増

利用満⾜度

マイナポータル利用の満⾜度

52.2%
（2024年７月時点の調査結果）

52.2%
38.4%

9.4%

満足している どちらともいえない 満足していない

オンライン化率

子育て・介護関連26手続をマイナポータルで

オンライン手続できる自治体の割合※１

65.4%
（2024年３月末時点の調査結果）

65.4%

34.6%

オンライン化が完了 未完了

出典： 2023年度、2024年度「社会のデジタル化意識に係る調査」（全国18歳から79歳男女に対するインターネット調査/2023年度の有効回答数5,600・2024年度の有効回答数10,000）の結果から。数値は小数点第二位を四捨五入

※１. 子育て・介護関係の26手続全てをオンライン化した自治体数を全自治体数で除したもの。

5,886万件

7,152万件
7,660万件

2023年4月 2024年4月 2025年1月
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２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜国民にやさしいサービスの提供

省庁・自治体システム間のデータ連携ならびに共通サービス利用

マイナンバー制度を中心とした情報連携を推進。給付支援サービスを利用できる自治体数も継続して増えています。

データ連携

マイナンバー制度における情報連携により

添付書類が省略可能な事務手続の数

3,274手続
（2025年２月時点）

マイナンバー制度における情報連携数※１

2.1億回
（年間 2024年３月～2025年２月合計）

共通サービス利用

給付支援サービス累計利用自治体数

97自治体
（2025年３月時点）

共通サービス数

デジタル庁が現在提供中の共通サービス数

5サービス
（2025年３月時点）

1. マイナポータル（2017年11月～）

2. 政府共通決済基盤（2023年４月～）

3. 自治体窓口DXSaaS（2024年１月～）

4. 給付支援サービス（2024年２月～）

5. デジタル認証アプリ（2024年６月～）

※１. 情報提供ネットワークシステムにおける情報連携数 14



２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜国民にやさしいサービスの提供

行政手続における国民や職員の負担軽減

2024年８月に、マイナポータル経由で国家資格等手続がオンライン申請可能となりました。

引き続きマイナンバーを利用し、自治体関連及び中央省庁関連の行政手続各種をデジタル化することで国民や職員の負担軽減します。

行政関連手続のデジタル活用

※１. マイナポータル経由のパスポート申請数には、更新/取得/変更を含む

自治体関連手続 中央省庁関連手続

マイナポータル経由の

子育て・介護26手続申請数

年間

27万回

マイナポータル経由の

引っ越し申請数

年間

78万回

コンビニ交付サービスにおける

住民票の写しの交付回数

年間

1,707

マイナポータル経由の

パスポート申請数※１

年間

30万回

マイナポータルで申請可能な

国家資格の数

７資格

マイナポータルで行われた

国家資格に関する申請件数

8,073
（ 2024年８月～2025年２月合計）

（2025年３月時点）

15

万回
件



２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜国民にやさしいサービスの提供

行政手続における国民や職員の負担軽減

マイナポータルを利用し、e-Tax（国税庁）やねんきんネット（日本年金機構）とも連携を進めています。

確定申告

e-Tax・公売電子入札とマイナポータルの連携数

959万件

29 % 増

年金

ねんきんネットとマイナポータルの連携数

711万件

48 % 増

470万連携

745万連携

959万連携

2023年4月 2024年4月 2025年2月

226万連携

479万連携

711万連携

2023年4月 2024年4月 2025年2月

16



２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜国民にやさしいサービスの提供

デジタル本人確認手続の利用

JPKI（公的個人認証サービス）の導入事業者数は、2024年４月から32％増加。JPKIを利用した本人確認回数も、2024年１月～2024年12月の年間で9.8億回となっています。

導入事業者数

JPKI導入事業者数

716企業

32% 増

本人確認回数

JPKI利用による本人確認回数合計

9.8億回 /年間
署名用電子証明書確認数と

利用者証明用電子証明書確認数の合計

デジタル認証アプリ

デジタル認証アプリ累計ダウンロード数

10.7万DL
（2025年３月時点）

1.8億回

8.0億回

署名用電子証明書有効性確認数 利用者証明用電子証明書有効性確認数

6.9万

3.8万

iOS AndroidOS

444 企業

544 企業

716 企業

2023年4月 2024年4月 2025年3月
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２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜国民にやさしいサービスの提供

デジタル基盤整備による事業者の負担軽減

GビズIDプライム累計登録数は、2024年１月から19%増で121万件に。関連するe-Gov申請やGEPS電子入札の取組も進めています。

事業者IDの整備・ 行政手続

121万件

19% 増

e-Gov申請数

3,010万件
年間（2024年３月～2025年２月）合計

電子入札

電子調達システムでの電子入札案件数※２

31.6万件

（2025年２月時点）

補助金申請

Jグランツ利用事業者数

23.9万件

（2025年２月時点）

※１. GビズIDプライム累計登録数は、前回報告時の申請ベースから、認証ベースに定義を変更

※２. 電子調達システムとは、政府電子調達（GEPS）を指す

16 % 増 10 % 増

GビズIDプライム累計登録数※１

18



２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜成長戦略の推進

法制度の見直しとデジタル対応

アナログ規制の見直し条項数は2024年６月から1,854件増えて6,219条項まで完了。テクノロジーマップへの収載件数も引き続き増加しています。

規制の見直し

アナログ規制の見直し完了数

6,219条項

1,854件 増

法令の見直し

2024年通常国会に提出された全法案の点検数

62法案

うち、以下に該当する法案数

• アナログ規制関係

• 情報システムの整備が見込まれる行政手続を定める
規定関係

30法案

新技術の活用

テクノロジーマップ（技術カタログ）に

収載された技術件数

221件

44件 増

1,012 条項

4,365 条項

6,219 条項

2023年3月 2024年6月 2025年2月

27 

177 

221 

2023年10月 2024年3月 2025年3月
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２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜成長戦略の推進

準公共のデジタル基盤整備

自治体と医療機関等をつなぐ情報連携システム（PMH）は、2025年３月時点で183自治体の導入を予定しています。校務のデジタル化も順調に進行しています。

医療・健康・介護

PMH（Public Medical Hub）

医療費助成分野 導入予定自治体

183自治体
22都府県 161市町村（2025年３月時点）

校務DX

校内での資料共有のデジタル化率※１

39%

教員と保護者間の欠席・遅刻・早退連絡のデジタル化率

45%

出典：校務DXに関する数値は、文部科学省が作成した「GIGAスクール構想の下での校務DX化チェックリスト」に基づく各学校の自己点検結果を集計したもの

※１. 校務DXのデジタル化率は、各取り組みに対して、「完全にペーパーレス化/デジタル化している」と回答した学校の割合

（2025年３月時点）

6 PT 増

（2025年３月時点）

14 PT 増

20



２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜安全安心なデジタル基盤の構築

政府・自治体システムの最適化

2025年２月のガバメントクラウド利用システムは2,918システムに⼤幅増加。GSSの導入府省庁も13機関となりました。

クラウド利用

ガバメントクラウド利用システム数

2,918システム

335% 増

インフラ共同調達

GSS導入府省庁数

13機関

30% 増

GSS接続ユーザー数

約4.2万人
（2025年２月時点）

75 

671 

2,918 

2023年8月 2024年8月 2025年2月

4機関

10機関

13機関

2023年2月 2024年2月 2025年2月
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２. データから見た成果｜社会におけるデジタル活用の進捗｜安全安心なデジタル基盤の構築

防災DXの推進

防災DX官民共創協議会の参加会員は、2025年２月時点で 516者。防災DXサービスマップカタログに登録されたサービス数も増加しています。

官民連携

防災DX官民共創協議会の会員数

516者

12% 増

防災DXサービスマップカタログ

防災DXサービスマップカタログに登録しているサービス数

212件

６% 増

348者

460者
516者

2023年9月 2024年7月 2025年2月

141件

200件
212件

2023年9月 2024年7月 2025年2月
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２. データから見た成果｜デジタル庁の組織づくり

デジタル庁の組織体制

2024年度の採用人数は、行政人材/民間人材合わせて162名。2025年２月現在の職員構成は、行政出身者が全体の37％の447名、民間出身者が全体の51％の614名を占める結果となりました。

職員採用人数

162人
2024年度採用人数（実績）

職員数・職員構成

1,194人
（2025年２月時点）

※１. その他には、秘書、事務補助、運転手などが含まれる

47人

115人

行政人材採用 民間人材採用

447人

614人

59人
74人

行政出身者 民間出身者 自治体出身者 その他※１
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２. データから見た成果｜デジタル庁の組織づくり

デジタル庁内におけるAIの活用

生成AIの適切な利活用に向けた技術検証を継続して実施し、デジタル庁内における生成AI技術の利活用も⼤幅に進んでいます。他にも、2024年11月に、

「AIアイデアソン・ハッカソン」を開催し、デジタル庁職員の他、東京都、GovTech東京、各事業者等が参加し、行政業務の改善アプリのプロトタイプ開発を行いました。

生成AIの業務利用

デジタル庁内での生成AIの利用者割合

46%

AIの利活用

デジタル庁内でのAI利活用検討数

81件

出典：行政における生成AIの適切な利活用に向けた技術検証の環境整備

（2025年２月時点）

4 PT 増

72件 増

9 

81 

2024年5月 2025年2月
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２. データから見た成果｜デジタル庁の組織づくり

安全性・透明性確保の取組

稼働中のシステムプロジェクトの管理を実施。対外的な政策効果の見える化もダッシュボードで公開中です。

プロジェクト管理

稼働中のデジタル庁システム数

51システム

行政事業管理

（2025年３月末時点）

行政事業レビュー実施数

236件
（2024年度）

政策効果の見える化

政策ダッシュボード数

13件※

（2025年３月末時点）

25

※ 1. マイナンバーカードの普及に関するダッシュボード 2. マイナンバーカードの利活用に関するダッシュボード 3. 自治体での子育て・介護関係の26手続のオンライン化取組状況に関するダッシュボード 4. GビズIDの利用状況に関するダッシュボード

5. 自治体DXの取組に関するダッシュボード 6. 自治体フロントヤード改革の取組状況に関するダッシュボード 7. 都道府県を中心とした地方自治体システムの共同調達に関するダッシュボード 8. 介護現場の生産性向上に関するダッシュボード

9. 校務DXの取組に関するダッシュボード 10. 電子処方箋の導入状況に関するダッシュボード 11. リフィル処方箋の認知率や利用状況に関するダッシュボード 12. アナログ規制の見直し状況に関するダッシュボード

13. 社会のデジタル化やデジタル行政サービスの意識調査の結果に関するダッシュボード

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/mynumber_penetration_rate
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/mynumber_usage
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/administrative_procedures_online
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/gbiz-id
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/local-government-dx
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/front-yard-reform
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/prefecture_local_government_system_joint_prefecture
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/nursing-care-productivity
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/school-affairs-dx
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/electronic-prescription
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/refill-prescription
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/administrative_research
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/dx-attitude-survey


２. データから見た成果｜政策ダッシュボード

（参考）マイナンバーカードの普及に関するダッシュボード
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２. データから見た成果｜政策ダッシュボード

（参考）自治体での子育て・介護関係26手続のオンライン化に関するダッシュボード
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２. データから見た成果｜デジタル庁の組織づくり

安全性・透明性確保の取組

デジタル庁ウェブサイトに掲載した情報数は、過去１年（2024年４月-2025年３月）で1,660件となりました。

施策についてより詳しく正確に理解をいただくため、オウンドメディアを活用した情報発信も実施しています。

デジタル庁ウェブサイト等

デジタル庁ウェブサイト情報掲載数

1,660件

その他情報公開

note記事制作数

62件
（年間 2024年４月～2025年３月合計）

デジタル庁ニュース制作数

47件
（年間 2024年４月～2025年３月合計）

記者向け説明会の実施数

32件
（年間 2024年４月～2025年３月合計）

（年間 2024年４月～2025年３月合計）
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２. データから見た成果｜デジタル庁の組織づくり

デジタル庁の組織づくり

定期的にデジタル庁内で職員アンケートを実施し、エンゲージメントやMVVへの理解度などを確認。毎月全職員向けミーティングを実施して情報共有を図っています。

職員エンゲージメント

職員エンゲージメント

3.63PT

0.09PT 増 ★ ★ ★ ☆☆
（５PT換算した平均スコア）

組織の理解や魅力

ミッション・ビジョン・バリュー（MVV）

への共感

3.89PT

0.05PT 増★ ★ ★ ☆☆
（ ５PT換算した平均スコア）

キャリアの魅力度

3.62PT

0.02PT 増
（５PT換算した平均スコア）

コミュニケーション

全職員向けミーティングの満⾜度

4.5PT

0.2PT 増
（ ５PT換算した平均スコア）

全職員向けミーティングの平均参加者数

720名参加※１

（2024年３月～2025年２月平均）

※１. 全職員ミーティングに、リアルタイムで参加した人数。後日オンラインで視聴することも可能

★ ★ ★ ☆☆

★ ★ ★ ★ ☆

（2024年度報告比）

（2024年度報告比）

（2024年報告度比）

（2024年度報告比）
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２．令和７年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

骨子案について

30



令和７年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」では、以下の構成で骨子を検討している。

1. 我が国のデジタル化の現在地・成果

2. 「AI実装フェーズの到来」等、国内外の情勢変化／直面する課題

3. 将来的に目指すべき社会の姿

4. 取組の方向性と重点的な取組

令和７年度「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の編集方針

31



（参考）社会のデジタル化やデジタル行政サービスの意識調査の結果

【社会のデジタル化やデジタル行政サービスに関する意識調査の結果】

⚫ 社会のデジタル化を良いと考えている
⚫ 社会のデジタル化に適応できていると

思っている

32

出典：社会のデジタル化やデジタル行政サービスの意識調査の結果に関するダッシュボード｜デジタル庁

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/dx-attitude-survey


出典：社会のデジタル化やデジタル行政サービスの意識調査の結果に関するダッシュボード｜デジタル庁

（参考）社会のデジタル化やデジタル行政サービスの意識調査の結果

【社会のデジタル化やデジタル行政サービスに関する意識調査の結果】

⚫ デジタル行政サービスを知っている

⚫ デジタル行政サービスを信頼している

⚫ デジタル行政サービスを一度でも利用した

⚫ 一度でも利用した人のうち、デジタル行政サービス
の利用体験に満⾜している

⚫ デジタル行政サービスを今後も利用したい

⚫ 窓口手続きよりデジタル行政サービスを利用したい

33

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/dx-attitude-survey
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